
 
令 和 ７ 年 ６ 月 １ ０ 日 

 

大都市制度・行財政改革特別委員会 

 

企 画 調 整 部 企 画 課 
財 務 部 財 政 課 
財 務 部 税 務 総 務 課 

 
 
 

令和８年度国の施策及び予算に関する提案(通称｢白本｣)について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆ 配付資料 
 

資料１ : ｢白本｣提案項目 

資料２ : ｢白本｣提案項目の前年度からの変更点 

資料３ : ｢白本｣提案事項詳細説明 

資料４ : ｢白本｣要請活動フローチャート 

資料５：令和７年度国の施策及び予算に関する調 

依頼文 : 国の施策及び予算に関する提案について 

（1）



あ 

（2）



1 地方交付税の必要額の確保 1 地方交付税の必要額の確保

2 物価高への対応に要する財政措置等 2 物価高への対応に要する財政措置等

3 多様な大都市制度の早期実現 3 多様な大都市制度の早期実現

4 子ども・子育て支援の充実 4 こども・子育て支援の充実

5 基幹業務システムの統一・標準化の課題解決 9 基幹業務システムの統一・標準化の課題の解決

6 脱炭素社会の実現 7 脱炭素社会の実現

7 持続可能な学校体制づくり 6 持続可能な学校体制づくり

8
インフラ施設の長寿命化対策及び防災・減災対策によ
る国土強靭化の推進

5
インフラ施設の老朽化対策及び防災・減災対策による
国土強靱化の推進

9 義務教育施設等の整備促進 8 義務教育施設等の整備促進

10 「ＧＩＧＡスクール構想」の推進に向けた制度の充実

10 下水道事業における国土強靱化のための財源の確保

11 地域公共交通の確保維持改善に係る財政措置の拡大

＜個別行政分野関係＞ ＜個別行政分野関係＞

｢白本｣提案項目

令和８年度提案項目

＜財政･大都市制度関係＞

令和７年度提案項目

＜財政･大都市制度関係＞
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1 地方交付税の必要額の確保

2 物価高への対応に要する財政措置等

3 多様な大都市制度の早期実現

4 こども・子育て支援の充実

5
インフラ施設の老朽化対策及び防災・減災対策による国
土強靱化の推進

6 持続可能な学校体制づくり

7 脱炭素社会の実現

8 義務教育施設等の整備促進

9 基幹業務システムの統一・標準化の課題の解決

10 下水道事業における国土強靱化のための財源の確保

11 地域公共交通の確保維持改善に係る財政措置の拡大

継続
※国が主導的な役割を果たすことを記載
※ガバメントクラウド利用料等の運用経費について、為替相場の影響を受けない
仕組みとすることを記載
※制度改正の際の特定移行支援システムへの配慮について記載

継続
※脱炭素化推進事業債等の現行の時限措置を延長することを記載

継続
※空調設備整備事業について対象工事費上限額の引上げ、緊急防災・減災事業債
の延長について記載

新規

継続
※「放課後子供教室と放課後児童クラブの連携、一体的な運営の推進に係る財政
措置の拡充等を図ること」を記載
※乳児等通園支援事業の給付化に当たり、財政措置や地方の実情に沿った運用可
能とする制度構築について追加

令和5年度の提案項目が復活
※資材費や人件費高騰の反映、下水道事業全体の予算枠の拡大について記載

継続
※「緊急自然災害防止対策事業債」や「緊急防災・減災事業債」の事業期間の延
長について記載

継続
※「育児休業者の代替措置として正規教職員を充てた場合にも、算定基礎定数に
含め、国庫負担金の対象とすること」が実現により削除

｢白本｣提案項目の前年度からの変更点

＜財政･大都市制度関係＞ <前年度からの変更点など>

継続

継続

＜個別行政分野関係＞ <前年度からの変更点など>

継続
※「大都市制度について、国（総務省）に専門的に検討する専任組織と指定都市
との新たな研究会を設置」が実現により削除
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1月16日

3月6日

4月2日

4月11日

5月8日

5月27日

6月5日

6月10日

6月中旬

7月上旬

7月下旬～8月上旬

8月下旬

「白本」要請活動フローチャート

　　昭和47年から、翌年度の国家予算に関して指定都市共通の特に重要な事項について市長・議長の連名により、
要請活動を実施しています。
　　従前は、各省庁の予算概算要求策定の段階（7月末）に関係各省庁及び政府与党へ要望を行うため、市長・議長
会議を開催のうえ要望書を決定し、会議終了後に要望活動を行い、12月下旬等の大蔵原案に対する復活折衝が行
われる段階でも、関係各省庁及び政府与党へ要望活動を実施していました。
　しかし、国の予算編成方法が大幅に変更されるのに伴い、予算概算要求策定の段階（7月末）において、市長・議
長により関係各省庁及び政党へ要請活動を行うこととなりました。
　活動方法については、平成18年度以降、「要望」型から「提案」型に変更しています。

窓口・財政担当課長、東京事務所次長・副所長合同会議

・国の施策及び予算に関する提案項目の選定及び
要請活動の進め方(案)について協議

原局局長会議

① 原局としての提案書案を作成
② 各項目を説明する簡潔な参考資料作成

財政担当課長会議

・税財政関係の文案についての協議

窓口・財政担当課長、東京事務所次長・副所長合同会議

① 提案項目に係る参考資料等を基に、提案書案について協議
② 要請活動の進め方について協議

原局局長会議に提案項目案の選定を依頼

・窓口・財政担当局長、指定都市市長会事務局長名で、

市長・議長提案にふさわしい提案項目の選定を依頼

財政担当局長会議

・税財政関係の文案についての協議

窓口・財政担当局長合同会議

・提案書及び要請活動の進め方について決定する（原局局長会議提案事項の変更・修正等についても最終決定を行う）。

各市での意思決定
・市長及び議長決裁による意思決定を行う。

市長・議長による要請活動

・各指定都市で分担して要請する。
・要請先 ： 関係省庁の大臣、副大臣、政務官及び事務次官(局長級以下への要請者は各市の判断による) 、各政党の役職者

市長による要望陳述

・政党の政務調査会等の会議において会長等が陳述する。

原局局長会議に提案項目の文案作成を依頼

・窓口・財政担当局長、指定都市市長会事務局長名で、

市長・議長提案にふさわしい提案項目の原稿作成を依頼

アンケートの実施
・提案項目の選定に関する照会を実施

資料４
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１ 地方交付税の必要額の確保 
      ［指定都市財政担当局長会議（北九州市）］    

令和７年度提案 結 果 の 概 要  

大都市特有の財政需要に加えて、防災・減災、国土強靱
化のほか、こども・子育て政策の強化、物価や賃金の上昇
の影響を受けるものなど様々な財政需要を抱えているこ
とから、臨時財政対策債に頼ることなく、法定率の引上げ
などにより、地域社会に必要不可欠な一定水準の行政サ
ービスの提供に必要な地方交付税総額を確保すること。 

 
【要請の背景】 

地方交付税は地方の固有財源であり、地域社会に必要

不可欠な一定水準の行政サービスを提供するための財

源保障機能と税源偏在の調整機能をもつ。 
指定都市は、人口の集中・産業集積に伴う都市的課題

から生ずる都市インフラの整備など、大都市特有の財政

需要に加えて、激甚化・頻発化する自然災害への対応と

しての防災・減災、国土強靱化に係る取組のほか、こど

も・子育て政策の強化、団塊の世代が後期高齢者となる

ことに伴う医療・介護の体制整備、地域社会のデジタル

化、脱炭素社会の実現に向けた取組等に係る様々な財政

需要を抱えているものの、財政措置は十分ではない。 
また、令和６年度地方財政計画において、物価高への

対応として一般行政経費（単独）に前年度同額の７００

億円が計上されたが、物価高の状況によっては、自治体

施設の光熱費の高騰や、ごみ収集、学校給食等の行政サ

ービス、施設管理の委託料など様々な行政経費の更なる

増大が懸念されるところである。 
なお、臨時財政対策債については、抑制が図られてい

るものの、廃止には至っておらず、相対的に指定都市へ

の配分割合も大きいため、市債発行額の抑制や市債残高

削減の支障となっている。 

【国の対応状況、検討状況等を含め具体的に記載】 
（要請が反映された項目・内容）※一部反映された項目・内容も記載 
○ 地方交付税必要額の確保 

社会保障関係費、人件費の増加や物価高が見込まれる中、地方団体が様々な行政課題に対応し、行政サービスを

安定的に提供できるよう、地方交付税等の一般財源総額について、令和６年度を上回る額が確保された。 

（令和７年度地方財政対策） 

・地方財政計画の規模 97 兆 100 億円（前年度比＋３兆 3,700 億円、＋3.6％程度） 

・一般財源総額    67 兆 5,414 億円（前年度比＋１兆 8,435 億円、＋2.8％） 

・一般財源総額（水準超経費を除く交付団体ベース） 

             63 兆 7,714 億円（前年度比＋１兆  535 億円、＋1.7％） 

・地方交付税の総額  18 兆 9,574 億円（前年度比  ＋2,904 億円、＋1.6％） 

   （内訳）・国税４税の法定率分        19 兆 5,222 億円 

       ・一般会計における加算措置     929 億円 

       ・国税減額補正精算等      ▲7,303 億円 

            ・特別会計分                     727 億円 

・臨時財政対策債   ０円（前年度比▲4,544 億円、皆減） 

○ 臨時財政対策債の廃止 

・地方財政の健全化に取り組み、平成 13年度の制度創設以来、初めて新規発行額ゼロとされた。 

○ ＤＸ、防災・減災対策の推進 

・自治体ＤＸ・地域社会ＤＸを推進するため、「デジタル活用推進事業費（仮称）」（0.1 兆円）が創設された。 

・緊急浚渫推進事業費について、事業期間を令和 11 年度まで５年間延長し、令和７年度については 0.11 兆円

（前年度同額）が計上された。 

○ 人件費の増加への対応 

  ・常勤職員・会計年度任用職員に係る給与改定（0.8 兆円）及び教職調整額の引上げ（令和７年度：0.01 兆円） 

に必要な財源が確保された。 

 ・令和７年度の給与改定に備え、「給与改善費（仮称）」（0.2 兆円）が計上された。 

○ 物価高への対応 

  ・自治体施設の光熱費・施設管理の委託料の増加を踏まえ、0.1 兆円（前年度比＋0.03 兆円）が計上された。 

（要請が反映されなかった項目・内容） 
○ 地方交付税の法定率引上げ 

総務省から概算要求時に継続して事項要求されたが、実現されなかった。 
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２ 物価高への対応に要する財政措置等   

［指定都市財政担当局長会議（北九州市）］    

 

令和７年度提案 結 果 の 概 要 

長期化する物価高により厳しい状況にある市民生活・

地域経済への対応として、エネルギー価格上昇への対策

なども含め、国の責任において万全を期すとともに、国庫

補助負担金の算定基礎において時機を逃さず適切に物価

上昇分を反映すること。 

また、地方向け交付金を措置する場合は、財政力にかか

わらず必要額を措置すること。 

 

【要請の背景】 
国際的な原材料価格の上昇や円安の影響などから、日

常生活に密接なエネルギー・食料品価格等の上昇が続き、

全国における令和５年度の消費者物価指数（総合指数の

平均/令和２年基準）は１０６．３で、令和３年度に比べ

６．３％上昇しており、市民生活・地域経済への深刻な影

響が長期化している。また、令和５年当初より実施されて

きた国の電気・ガス料金の負担軽減措置が令和６年５月

使用分で終了となっている。 
こうした状況の中、保育所運営費をはじめ、物価高の影

響を受ける国庫補助負担金の算定基礎において、物価の

上昇分が十分に反映されていないものと考えられ、これ

までは、地方向け交付金を活用し、この保育所運営や給食

費の増嵩分に対する支援など、地域の実情に応じて対応

してきた。 
 今後も物価高が継続することが懸念されるため、国の

責任において、その対策について万全を期すとともに、国

庫補助負担金の算定基礎において時機を逃さず適切に物

価上昇分を反映させるほか、地方向け交付金の措置を行

う場合は、財政力によって調整を行わず必要額を措置す

ることが求められる。 

【国の対応状況、検討状況等を含め具体的に記載】 

（要請が反映された項目・内容）※一部反映された項目・内容も記載 
○ エネルギー価格上昇への対策 

・燃料油価格激変緩和対策事業【令和６年度補正予算：１兆 324 億円】 
物価水準が高止まる中、地方経済や低所得者世帯への即効性のある対策として、ガソリンなど

の燃料油の卸価格抑制を通じて、小売価格急騰の抑制を図ったもの。 
 

・電気・ガス料金負担軽減支援事業【令和６年度補正予算：3,194 億円】 
物価高により厳しい状況にある生活者を支援するため、家庭の電力使用量の最も大きい時期で

ある１月から３月の冬期の電気・ガス代を支援するもの。 
 
 

（要請が反映されなかった項目・内容） 
〇 国庫補助負担金の基礎算定における適切な物価上昇分の反映 

国庫補助負担金の基礎算定における物価上昇分の反映にかかる措置については、現時点では示
されておらず、また制度毎に全てを検証することは不可能であるが、昨年度に引き続き、総務省
から各府省への申入れにおいて、「物価高への対応を行う場合には地方の意見を十分に踏まえる
とともに、資材価格の高騰や賃金上昇等を踏まえた補助単価の見直し等の必要な措置を講じられ
たいこと」との申入れがなされている。 
 

〇 財政力にかかわらない地方向け交付金の措置 
物価高騰の影響を受けた生活者や事業者を支援するため、令和６年度補正予算において重点支

援地方交付金【１兆 908 億円（うち推奨事業メニュー分：6,000 億円（前回比＋1,000 億円））】
が計上されたが、前回同様、その算定にあたっては、財政力による調整が行われており、改善され
なかった。 

 
 
 
 
 
 
 

（26）
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３ 多様な大都市制度の早期実現   

［調査担当市（神戸市）］    

 
 

令和７年度提案 結 果 の 概 要  

基礎自治体優先の原則の下、住民がより良い行政サービス

を受けられるよう、大都市制度について、国（総務省）に専

門的に検討する専任組織と指定都市との新たな研究会を設

置するとともに、次期地方制度調査会における調査審議によ

り「特別市」の法制化に向けた議論を加速させ、地域の実情

に応じた多様な大都市制度を早期に実現すること。 

 

【要請の背景】 
現行の指定都市制度は、６５年以上前に、暫定的に導入さ

れたものであり、人口減少や少子・高齢化、社会資本の老朽

化、大規模災害や感染症の発生、デジタル化の進展などによ

る課題や、圏域全体の活性化・発展の牽引役、さらには日本

の成長のエンジンとして指定都市が求められる役割に十分

に対応できる制度とはなっておらず、コロナ禍においても、

指定都市のポテンシャルを十分に発揮できない事例が確認

されたところである。 
指定都市は、その規模や歴史・文化をはじめ、国や広域自

治体との関係性、地域で果たす役割など、それぞれが異なる

特性を持っており、各都市においても、その地域にふさわし

い大都市制度の実現を目指した取組を行っている。 
こうした中、「大都市地域における特別区の設置に関する

法律」が施行された一方で、従来から提案している「特別市」

制度に関しては、第３０次地方制度調査会答申で検討の意義

が認められたものの、同答申において示された「さらに検討

すべき課題」については議論されないまま、その後１０年以

上が経過しており、未だ法的整備はされておらず、均衡の取

れた大都市制度とはなっていない。 
ついては、道府県から指定都市への大幅な事務・権限と税

財源の移譲を積極的に進めることはもとより、「特別市」の

法制化に向けた議論を加速させ、多様な大都市制度の早期実

現を図り、住民の意思を踏まえて地方自治体が地域の実情に

応じた大都市制度を選択できるようにすべきである。 
 

【国の対応状況、検討状況等を含め具体的に記載】 

（要請が反映された項目・内容）※一部反映された項目・内容も記載 
令和６年11月から、総務省を事務局とする「持続可能な地方行財政のあり方に関する研究会」が

開催された。また、12月からは、その傘下で、「大都市における行政課題への対応に関するワーキ

ンググループ」が開催され、指定都市市長会としては、第２回のワーキンググループにて、多様な

大都市制度の早期実現に関する提言を行った。 

 
 
 
 
 

（要請が反映されなかった項目・内容） 
― 

（27）



- 4 - 
 

４ 子ども・子育て支援の充実 
［大都市民生主管局長会議（北九州市）］  

 

 

令和７年度提案 結 果 の 概 要 

（１）「こども未来戦略」の加速化プランに掲げる具体的な施策の

実施に当たっては、地方自治体に新たな財政負担や人的負担が

ないよう、国において恒久的な財源を確保するとともに、指定

都市の意見を十分踏まえること。 

（２）幼児期の教育・保育、子育て支援の質・量の充実を図るため、

保育料の負担軽減、保育人材の確保や処遇改善、保育所等の施

設整備補助の事業費確保や嵩上げ、放課後児童クラブ等の支援

員の処遇改善や施設整備補助の嵩上げ等の措置を講ずること。

加えて、医療的ケア児や配慮を要する子どもの受入促進に係る

財政措置の更なる拡充等を図ること。 

（３）子育て家庭の経済的負担軽減のため、子ども医療費やひとり

親家庭医療費等について統一的な国の医療費助成制度を創設

すること。 

 
【要請の背景】  

（１）「こども未来戦略」に掲げられた施策に着実に取り組むため

には、特に人口規模の大きい指定都市において安定的に施策を

実施するため、指定都市の意見を十分に踏まえ、国において恒

久的な財源を確保する必要がある。 
（２）幼児期の教育・保育、子育て支援の質・量の充実を図るため、

地方自治体が地域のニーズに合わせ実施している子ども・子育

て支援事業を拡充する必要がある。特に、各自治体が独自で実

施している利用者負担額の軽減や多子世帯の負担軽減に係る

年齢制限の撤廃、保育の質の向上や人材確保のための処遇改

善、保育所等の老朽化対策のための施設整備に係る補助の事業

費を十分確保するとともに、補助率の嵩上げを図る必要があ

る。さらに、安定的な放課後児童クラブ等の運営のため、支援

員の処遇改善や施設整備補助の補助率の嵩上げ等を図る必要

がある。加えて、医療的ケア児や配慮を要する子どもへの対応

を進めるための財政措置の更なる拡充等を図る必要がある。 
（３）地方自治体が独自に実施している子ども医療費やひとり親家

庭医療費等への助成について、国は地方自治体と協議の場を持

ち、医療費助成制度のあるべき姿について議論した上で、子育

て家庭の経済的負担軽減のためにも、統一的な医療費助成制度

を創設すべきである。 
 
 

【国の対応状況、検討状況等を含め具体的に記載】                 (単位：百万円、％) 

 

省  庁 要 求 事 項 区分 
令和６年度 

予算 Ａ 

令和７年度 

概算要求額Ｂ 

前年比 

Ｂ／Ａ 

令和７年度 

予算案 Ｃ 

前年比 

Ｃ／Ａ 

こども家庭庁 

総合的な子育て支援 国費 3,816,900 － － － － 

より良い子育て環境の

提供（の一部） 国費 － 

4,646,500 

（の内数）

＋事項要求 

－ 
5,466,400 

（の内数） 
－ 

 

（要請が反映された項目・内容）※一部反映された項目・内容も記載 
（２）保育士配置基準の見直し、保育士の処遇改善、保育の受け皿確保に向けた補助率の嵩上げ、医療的

ケア児の受入体制整備 
・１歳児の保育士等配置の比率を６対１→５対１へ改善する取り組みが開始されるとともに、職場環

境改善を進めている施設において、配置改善した場合の加算措置が設けられた。 
・保育の質の向上を図るため、６年度補正予算において前年度比で 10.7％の処遇改善が図られた。 
・保育の受け皿確保を進めるため、補助率の嵩上げ（1/2→2/3）が引き続き実施された。 
・医療的ケア児の受入体制整備として、医療的ケア児の外での学びや遊びが新たに支援対象となった。 

 
放課後児童クラブ等の支援員の処遇改善については、人事院勧告等を踏まえた人件費単価の引き上

げは示されたが、現段階で具体的な人件費の改善額は示されていない。また、待機児童が発生している

市町村等を対象とした施設整備費に係る国庫補助率の嵩上げ（公立 1/3→2/3、民立 2/9→1/2）につい

ては継続することが示された。 
（要請が反映されなかった項目・内容） 
（２）保育料の負担軽減に係る見直しは、現段階では具体的な改善及び措置は示されていない。 
   放課後児童クラブ等における要配慮児童への加配対応等の質の向上については、現段階では具体

的な改善及び措置は示されていない。 
（３）子ども医療費やひとり親家庭医療費等に対する国の医療費助成制度の創設は実現されていない。 

（28）
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５ 基幹業務システムの統一・標準化における課題解決 
［指定都市情報管理事務主幹者会議（さいたま市）］  

令和７年度提案 結 果 の 概 要  

（１）指定都市の実情に応じて、移行困難と認められたシステムや、

標準準拠システムへ移行（シフト）したものの、ガバメントク

ラウドへの移行（リフト）作業を残しているシステムについて

は、移行完了までの経費全額が補助対象となるよう必要な措置

を講ずること。また、標準化に伴い一体的に対応が必要となる

事業も全額補助対象となるよう必要な財政措置を講ずるとと

もに、ガバメントクラウド利用料については、現行のサーバ等

の運用経費を上回ることのないような措置を講ずること。 

（２）指定都市が業務上必要とする機能要件を実装した標準準拠シ

ステムの調達環境が整わない場合には、移行期限についての柔

軟な対応、及び追加の財政措置を講ずること。 

（３）システム構築作業において、要求仕様を確定させることが重

要なポイントになるため、変更影響の大きいガバメントクラウ

ド利用基準やデータ要件・連携要件、共通機能部分における仕

様については、早急に確定すること。 

 

【要請の背景】 

（１）デジタル基盤改革支援補助金に関して、令和７年度末までの

移行（シフト）及びガバメントクラウドへの移行（リフト）が

困難となったシステムに係る経費については、令和８年度以降

の予算確保が困難となり、移行時期のさらなる遅れの発生につ

ながりかねない。このため、令和８年度以降においても、移行

経費を全額補助対象とすべきである。また、移行に伴い一体的

に再構築が必要となる標準化対象外の業務システムについて

も、標準化対応により必要となる経費であるため全額補助対象

とすべきである。加えて、ガバメントクラウド利用料について

は、現行のサーバ等の運用経費を上回ることや為替リスクが懸

念され、地方自治体において想定していない費用負担が発生す

るおそれがあるため、割引価格の設定など財政的な負担を恒常

的に軽減する仕組みを導入すべきである。 
（２）指定都市に必要な機能要件を追加した標準仕様について、改

定も踏まえたシステム開発の期間を考慮すると、令和７年度末

までの標準準拠システムへの実装が困難となる場合が考えら

れるため、移行期限についての柔軟な対応及び指定都市要件に

関する追加のシステム構築などの対応に関する経費について

も補助対象とすべきである。 
（３）各自治体では標準準拠システムへの移行に着手しており、作

業途中における仕様の追加・変更は、作業期間や費用の面で大

きな影響をもたらすため、現在も仕様が確定していない要件に

ついては、早急に確定すべきである。 

【国の対応状況、検討状況等を含め具体的に記載】                 (単位：百万円、％) 

 

省  庁 要 求 事 項 区分 
令和６年度 

予算 Ａ 

令和７年度 

概算要求額Ｂ 

前年比 

Ｂ／Ａ 

令和７年度 

予算案 Ｃ 

前年比 

Ｃ／Ａ 

デジタル庁 

情報システムの整

備・運用に関する経

費 

国費 480,327 579,012 120.5 457,281 95.2 

総務省 

地域 DXの推進（自

治体情報システム

標準化・共通化） 

国費 266 
280 

＋事項要求 
105.3 210 78.9 

自治体情報システ

ムの標準化・共通化

に向けた環境整備 

国費 
19,410 

(R6 補正予算) 
- - - - 

 

（要請が反映された項目・内容）※一部反映された項目・内容も記載 
（１）移行経費について、所要額が令和６年度補正予算に計上された。 
（２）地方公共団体情報システム標準化基本方針の改定（令和６年 12 月 24 日閣議決定）において、

デジタル基盤改革支援基金の設置年限（令和７年度末）の５年延長を目途に検討すること、令

和８年度以降移行とならざるを得ない特定移行支援システムについては、概ね５年以内の移行

が許容された。 
（３）同改定において、標準仕様書の改定時期は遅くとも制度改正の施行日の１年以上前とし、地

方公共団体や事業者の対応に支障が生じないよう改定案をできる限り早期に公開することを徹

底された。 
（要請が反映されなかった項目・内容） 
（１）ガバメントクラウド利用料については、現行のサーバ等の運用経費を上回り、過度な費用負

担となる懸念がある。 
（２）指定都市等の補助金の上限額が未だに示されておらず、移行経費全額が補助されるか不明で

ある。 
（３）データ要件・連携要件、共通機能部分における仕様について、今後も改定される可能性があ

る。 

（29）
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６ 脱炭素社会の実現 
［大都市環境保全主管局長会議（岡山市）］  

令和７年度提案 結 果 の 概 要  

国主導で組織横断的に省庁や所管業務の枠を越えて脱

炭素社会の実現に向けた取組を講じ、地方自治体や企業

等の取組を推進するため、地球温暖化対策を主目的とす

る事業以外であっても地球温暖化対策に資する場合は、

国が交付する補助金の補助率引上げ等のインセンティブ

を付与するなど、財政支援を拡充すること。 

 

【要請の背景】 

２０２０年１０月、我が国は、国際社会へ向けて、２０

５０年カーボンニュートラルを宣言し、２０２１年４月

には、カーボンニュートラルと整合的で野心的な目標と

して、２０３０年度に温室効果ガスを２０１３年度から

４６％削減することをめざすこと、さらに、５０％の高み

に向け挑戦し続けることを表明した。これを受け、２０２

１年に国において「地域脱炭素ロードマップ」の策定及び

「地球温暖化対策計画」の改定がなされ、２０２５年まで

の集中期間に政策を総動員するとともに、１００か所の

脱炭素先行地域をつくること、脱炭素の基盤となる重点

対策を全国で実施することなどにより、全国で多くの脱

炭素ドミノを起こすとしている。 
国民の約２割が居住し、産業が集積する指定都市は、全

国の市町村の先導的役割を担い、地域の脱炭素化をけん

引し、再生可能エネルギーや水素など、ＣＯ２フリーエネ

ルギーのより一層の導入拡大や徹底した省エネルギーの

推進等のほか、気候変動影響への適応策に関する取組を

組織横断的に展開することが求められている。 
国においては、補助金等の財政支援について、地球温暖

化対策に資する事業に補助率の引上げ等のインセンティ

ブを付与するなど、各種所管業務の枠を越えた、地方の地

球温暖化対策を強力に後押しすべきである。 
 

【国の対応状況、検討状況等を含め具体的に記載】                 (単位：百万円、％) 

 

省  庁 要 求 事 項 区分 

令和６年度 

予算 Ａ 

（令和 5年度

補正含む） 

令和７年度 

概算要求額Ｂ 

前年比 

Ｂ／Ａ 

令和７年度 

予算案 Ｃ 

（令和 6年度

補正含む） 

前年比 

Ｃ／Ａ 

環境省 

地域脱炭素の推進

のための交付金 
国費 66,000 76,221 1.15 75,021 1.14 

デコ活関係予算 国費 294,000 326,400 1.11 354,900 1.21 

 

（要請が反映された項目・内容）※一部反映された項目・内容も記載 
○ 地域脱炭素推進のための交付金の拡充 

令和６年度予算（令和 5年度補正含む。）として 660 億円計上されたが、令和７年度予算案（令

和６年度補正含む。）としては、750 億円と約 1.14 倍の予算が計上されており、脱炭素化に向け

た取組に対する事業が拡充された。 

 

○ デコ活（脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動）推進事業の拡充 

  カーボンニュートラルを始めとした豊かな暮らしに関わる予算（デコ活関係予算）について、

令和６年度当初予算（令和 5 年度補正含む。）として 2,940 億円が計上されたが、令和７年度予

算案（令和６年度補正含む。）としては、3,549 億円と約２割増の予算が計上されており、デコ活

推進事業が強化された。 
（要請が反映されなかった項目・内容） 
○ 指定都市が実施する先導的な取組に対する効果的な財政支援の充実・強化 
  指定都市の補助率を拡充した財政支援メニューは設けられていない。 

（30）
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７ 持続可能な学校体制づくり 
 ［指定都市教育委員会協議会（仙台市）］   

令和７年度提案 結 果 の 概 要 

（１）教職員の働き方改革に資する一層の財政措置を講ずること。 

（２）教職員定数及び加配措置の更なる充実を図ること。 

（３）スクールカウンセラー（ＳＣ）やスクールソーシャルワーカ

ー（ＳＳＷ）などの専門職を教職員定数として算定し、国庫負

担金の対象とすること。 

（４）育児休業者の代替措置として正規教職員を充てた場合にも、

算定基礎定数に含め、国庫負担金の対象とすること。 
 
【要請の背景】 

（１）中央教育審議会の質の高い教師の確保特別部会が令和６年５

月１３日にまとめた「『令和の日本型学校教育』を担う質の高

い教師の確保のための環境整備に関する総合的な方策につい

て（審議のまとめ）」において、学校における働き方改革の更

なる加速化や教師の処遇改善、学校の指導・運営体制の充実な

どの方策が必要であると示されたところである。 
教師不足の解消には教職調整額の見直しや管理職手当等の

引上げ、新たな手当の創出など実態に即した制度改正を行う

べきである。また、臨時的任用教員の処遇改善を図るととも

に、部活動指導員や教員業務支援員、スクールロイヤー等に

ついて、配置拡大や補助基準額の引上げなど、教職員の負担

軽減・働き方改革の推進に係る取組を各自治体が確実に進め

られるよう、一層の財政措置を講ずるべきである。 
（２）教職員定数の更なる改善策として、対象教科を拡大するなど

小学校での教科担任制を恒常的に実施できる体制整備を行う

べきである。また、特別支援学校や特別支援学級については、

よりきめ細かな教育を推進していけるよう、定数配置基準の見

直しを行うべきである。さらに、子ども一人一人の教育的ニー

ズに応じた教育の拡充のため、新たに理学療法士や医療的ケア

看護職員など専門職にかかる定数措置、養護教諭の全校複数配

置、いじめや不登校対応に係る加配定数の拡充などを講ずるべ

きである。 
（３）いじめへの対応や不登校児童生徒の支援等をより丁寧に行う

上では、常勤のＳＣやＳＳＷなどの専門職は不可欠であるた

め、教職員定数として算定し国庫負担金の対象として位置付け

るべきである。 
（４）育児休業者の代替に正規教職員を充てることは教職員の働

きやすい環境づくりに資するため、これを算定基礎定数に含

め国庫負担金の対象とすべきである。 

 

【国の対応状況、検討状況等を含め具体的に記載】                 (単位：百万円、％) 
省 

庁 

要求事項 区

分 

令和６年度 

予算Ａ 

令和５年度 

補正予算Ｂ 

合計 

Ｃ＝Ａ+Ｂ 

令和７年度 

概算要求額Ｄ 

前年比 

Ｄ/Ａ 

令和７年度 

予算案Ｅ 

令和６年度 

補正予算Ｆ 

合計 

Ｇ＝Ｅ+Ｆ 

前年比 

Ｇ／Ｃ 

文

部

科

学

省 

「令和の日本型

学校教育」の実

現に向けた教育

環境整備 

国

費 1,562,700 - 1,562,700 1,580,700 101.2 1,621,000 - 1,621,000 103.7 

補習等のための

指導員等派遣事

業 

国

費 
12,100 - 12,100 16,300 134.7 11,600 - 11,600 95.9 

部活動の地域連

携や地域スポー

ツ・文化クラブ

活動移行に向け

た環境の一体的

な整備 

国

費 
3,200 1,500 4,700 6,900 215.6 3,700 2,900 6,600 140.4 

 

（要請が反映された項目・内容）※一部反映された項目・内容も記載 
（１）教職調整額や教員特殊業務手当（非常災害時等対応）については改善が図られ、義務教育等教

員特別手当については見直しが行われた。一方、教職員の負担軽減・働き方改革の推進に係る部分

は、昨年度と同程度の内容となった。 
（２）優先的に専科指導の対象とすべき教科に変更は無かったものの、小学校中学年への教科担任

制の拡充・若手教師の持ち授業時数軽減のための一定の定数改善が行われた（計 990 人増）ほか、

中学校における生徒指導担当教師の配置充実等が図られた。 
（４）要望どおり政令改正が行われた。 

（要請が反映されなかった項目・内容） 
（１）教師不足の解消に向けては更なる財政措置が必要であるため、継続して要望を行っていく必

要がある。 
（２）特別支援教育の推進に必要な定数配置基準の見直しや理学療法士等の専門職に係る定数措置、

養護教諭の全校配置等について要望が反映されなかったため、継続して要望を行っていく必要があ

る。 
（３）の内容が反映されなかったため、継続して要望を行っていく必要がある。 

（31）
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８ インフラ施設の長寿命化対策及び防災・減災対策による国土強靱化の推進 
［大都市土木協議会（静岡市）］   

令和７年度提案 結 果 の 概 要  

（１）インフラ施設の予防保全型の修繕や改築・更新等への重点

的な支援を講ずること。 

（２）激甚化・頻発化する気象災害や切迫する大規模地震への防

災・減災対策に重点的な支援を講ずること。 

 

【要請の背景】 

（１）道路、河川、上下水道等のインフラ施設の多くは老朽化が

進行し、特に人口や産業が集積する指定都市では、適切な維

持管理や更新が実施されなければ、国民生活や社会経済活動

に重大な影響を与えることから、事故未然防止やコスト最小

化、予算平準化を図るべく施設の長寿命化計画に基づく予防

保全型の管理を目指し取り組んでいる。しかし、建設資材価

格や人件費の上昇により事業費が増大する中、良好な施設を

次世代へ継承するためには、有用な新技術などによるコスト

低減手法の開発・支援や、新たな事業手法の導入に関する情

報提供を引き続き行うとともに、令和８年度までの時限措置

となっている「公共施設等適正管理推進事業債」の延長、予

防保全型の修繕や改築・更新等に必要となる財源の確保、更

には令和８年度末が期限となっている橋梁等の塗膜に含有

する低濃度ＰＣＢの処理のための財源措置が必要である。 
（２）近年、気候変動に伴い激甚化・頻発化する気象災害や、令

和６年１月に発生した能登半島地震を代表とするような大

規模地震により、全国各地で甚大な被害が発生している。

特に指定都市では、災害が発生すると多くの市民の生命・

財産が脅かされるとともに、その影響は社会経済全体にま

で及ぶことから、流域治水の推進を目的とした着実な河川

整備や下水道による浸水対策、橋梁をはじめとしたインフ

ラの耐震化等の地震対策に取り組んでいる。こうした防災・

減災対策を引き続き推進していくためには、令和６年度ま

での時限措置となっている「緊急浚渫推進事業債」の延長、

気候変動を踏まえた河川整備基本方針・河川整備計画への

反映方法等の具体的な進め方の提示、対策に必要となる財

源措置が必要である。 
（１）、（２）の取組をより確実に推進するため、改正国土

強靱化基本法に基づき、今後策定される「国土強靱化実施

中期計画」の趣旨を踏まえ、国土強靱化の推進に必要な財

源の継続的・安定的な確保や技術的支援等、重点的な支援

を行うべきである。 

【国の対応状況、検討状況等を含め具体的に記載】                 (単位：百万円、％) 

 

省  

庁 

要 求 

事 項 

区

分 

令和６年度 

予算 Ａ 

令和５年度 

補正予算 Ｂ 

合計 

Ｃ＝Ａ＋Ｂ 

令和７年度 

概算要求額Ｄ 

前年比 

Ｄ／Ａ 

令和７年度 

予算案 Ｅ  

令和６年度 

補正予算 Ｆ 

合計 

Ｇ＝Ｅ＋Ｆ 

前年比 

Ｇ／Ｃ 

国
土
交
通
省 

予算合計 
国

費 
5,953,673 2,055,466 8,009,139 7,032,965 118% 5,952,762 2,247,767 8,200,529 102% 

社会資本

整備総合

交付金 

国

費 506,453 54,166 560,619 608,930 120% 487,410 61,159 548,569 98% 

防災・安全

交付金 
国

費 870,652 295,380 1,166,032 1,040,491 120% 846,955 350,593 1,197,548 103% 

 

（要請が反映された項目・内容）※一部反映された項目・内容も記載 
（１）インフラ施設の予防保全型の修繕や改築・更新等への重点的な支援 

・令和７年度予算の基本方針として、能登半島地震を始めとする自然災害からの復旧・復興に全力を尽くすとともに、今回の地震等 
を踏まえた災害対応力の強化、防災・減災、国土強靱化の着実な推進等により、国民の生命・財産・暮らしを守り抜く必要があるた 

め、「国民の安全・安心の確保」、「持続的な経済成長の実現」、「個性をいかした地域づくりと分散型国づくり」を柱に、令和６ 

年度補正予算と合わせて切れ目なく取組を進め、施策効果の早期実現を目指すこととされた。 

・インフラが持つ機能を将来にわたって適切に発揮できるよう、国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）に基づく取組や、広 

域的・戦略的なインフラマネジメントの取組など、インフラ老朽化対策等による持続可能なインフラメンテナンスの実現に向けた取 

組を推進するとされた。また、激甚化・頻発化する風水害・土砂災害や大規模地震・津波に対する防災・減災対策、予防保全に向け 

た老朽化対策など、地方公共団体等の取組を集中的に支援するとされた。 

【主な予算の内訳】 

①「インフラ老朽化対策等による持続可能なインフラメンテナンスの実現」：約 7,889 億円（対前年度比 103％） 

これに加えて令和６年度補正予算で約 1,560 億円が計上され、合計で対前年度比 123％の約 9,448 億円となった。 

②「地域における総合的な防災・減災対策、老朽化対策等に対する集中的支援（防災・安全交付金）」：約 8,470 億円（対前年度比 97％） 

これに加えて令和６年度補正予算で約 3,506 億円が計上され、合計で対前年度比 138％の約 11,975 億円なった。 

（２）激甚化・頻発化にする気象災害や切迫する大規模地震への防災減災対策の重点的な支援 

・気候変動による集中豪雨の増加や火山噴火等により激甚化する土砂災害に対して、ハード・ソフト一体となった総合的な対策を実 

施し、地域全体の安全性向上を強力に推進するとされた。また、大規模地震に備え、想定される被害特性に合わせた実効性のある対 

策を総合的に推進するとされた。 

【主な予算の内訳】 

①「気候変動による水害や土砂災害の激甚化に対抗する「流域治水」の加速化・深化」：約 6,360 億円（対前年度比 102％） 

これに加えて令和６年度補正予算で約 2,846 億円が計上され、合計で対前年度比 148％の約 9,205 億円となった。 

②「南海トラフ巨大地震、首都直下地震、日本海溝・千鳥海溝周辺海溝型地震対策等の推進」：約 2,032 億円（対前年度比 104％） 

これに加えて令和６年度補正予算で約 1,279 億円が計上され、合計で対前年度比 169％の約 3,311 億円となった。 

（３）防災・減災、国土強靱化の推進 
・「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化計画」が終了する令和８年度以降も、中長期的かつ明確な見通しの下、継続的・ 
安定的に切れ目なくこれまで以上に必要な事業が着実に進められるよう、令和６年度能登半島地震の経験も踏まえつつ、実施中期計 
画策定に向けた検討を最大限加速し、早急に策定できるよう、関係省庁と連携し取り組んでいくとされた。 

（32）
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９ 義務教育施設等の整備促進 
 ［指定都市教育委員会協議会（仙台市）］   

 

令和７年度提案 結 果 の 概 要  

（１）学校施設の老朽化対策や防災・減災機能の強化、脱炭

素化の推進など、安全で良好な教育環境を確保し、計画

的な学校施設整備推進のために必要な事業量に見合う

財政措置を講ずるとともに、事業採択時期の早期化を図

り、学校施設環境改善交付金について、地方自治体の要

請に応じ、事業年度の当初予算で交付決定すること。 

（２）老朽化対策としての長寿命化改修、バリアフリー化の

推進、照明のＬＥＤ化、学校施設のＺＥＢ化、学校規模

の適正化等への柔軟な対応が可能となるよう、補助要件

の緩和や高校への補助拡充、補助単価の引上げなど制度

の充実を図ること。 

（３）体育館を含めた学校施設に対し、空調設備設置事業の

実施のために必要な財源を継続的に確保するとともに、

制度の充実を図ること。 

 
【要請の背景】 

（１）安全で良好な教育環境を確保するための学校施設整備

推進に必要な事業量に見合う財政措置を講じ、事業採択

時期の早期化を図るとともに、学校施設環境改善交付金

事業について、事業の円滑な執行のため、次年度への繰

り越し等に柔軟に対応できるよう、事業年度の当初予算

で交付すべきである。 
（２）老朽化対策としての改築事業や長寿命化改良事業、国

の整備目標に係るバリアフリー化、照明のＬＥＤ化、学

校施設のＺＥＢ化、学校規模の適正化等で設備更新等の

老朽化対策の単体工事を補助対象とする等の補助要件

の緩和や屋外教育環境施設整備の補助時限撤廃、補助単

価及び補助率の更なる引上げ等の制度の充実及び高校

への補助の拡充を図るべきである。 
（３）空調設備設置事業について、文部科学省が示す公立

小中学校施設の防災機能強化対策の中長期目標達成に

向け、必要財源を継続的に確保し、地域の実情等に応

じた柔軟な対応が可能となるよう、リースを活用した

整備に対する補助を創設する等拡充を図るべきであ

る。 

【国の対応状況、検討状況等を含め具体的に記載】                 (単位：百万円、％) 
 

省  

庁 
要 求 事 項 区分 

令和６年度 

予算 Ａ 

令和５年度 

補正予算 

Ｂ 

小計Ｃ 

Ａ＋Ｂ 

令和７年度 

概算要求額 

Ｄ 

前年比 

Ｄ／Ｃ 

令和７年度 

予算案 Ｅ 

令和６年度 

補正予算 

Ｆ 

小計Ｇ 

Ｅ＋Ｆ 

前年比 

Ｇ／Ｃ 

文 部

科 学

省 

公立学校施設

の整備 
国費 68,300 155,808 224,108 204,800 91.3％ 68,100 207,600 275,700 123.0% 

 

（要請が反映された項目・内容）※一部反映された項目・内容も記載 
（１）令和６年度補正予算（2,076 億円）、令和７年度当初予算案（681 億円）を合算した額（2,757

億円）と、令和５年度補正予算（1,558 億円）、令和６年度当初予算（683 億円）を合算した額

（2,241 億円）を比べると、約 23％増の財政措置が講じられた。 
（２）標準仕様の抜本的な見直しや物価変動の反映等により、補助単価の引上げが行われた。 

対前年度比＋10.0％  R6：296,000 円/m2 ⇒R7：325,700 円/m2 
また特別支援学校の教室不足解消に向けた環境整備等のための改修等の補助率引上げ（1/3→ 

1/2）の時限延長（令和９年度まで） 
屋外教育環境の整備に関する事業の補助時限の延長（令和 11 年度まで） 

（３）（１）同様。 
（要請が反映されなかった項目・内容） 
（１）令和６年度の補正予算については、例年以上の措置が成されたが、令和７年度当初予算につ

いては例年以下となっている。また、「事業採択時期の早期化」については実現されていないた

め、財政措置と併せて引き続き要望していく。 
（２）補助単価は引き上げられたものの、未だ実勢価格とは乖離があるため、補助要件の緩和と併

せて、引き続き要望していく。また、屋外教育環境の整備に関する事業の補助時限の延長につ

いて、時限措置の撤廃について示されていないため引き続き要望していく。 
（３）リースを活用した整備に対する補助については示されていないため、引き続き要望していく 

（33）
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１０ 「ＧＩＧＡスクール構想」の推進に向けた制度の充実 
［指定都市教育委員会協議会（仙台市）］   

令和７年度提案 結 果 の 概 要 

（１）１人１台端末整備に対する国庫補助について、高等学校段階

も含めてランニングコスト及び旧端末の処分等に係る費用に

対し、十分な財政措置を講ずること。 

（２）デジタル教科書や各種学習アプリ等に係る費用、セキュリテ

ィ対策費用、授業目的公衆送信補償金及び通信費に対しても財

政措置を講ずること。 

（３）各種クラウドサービスの活用に伴うアカウント管理費用、端

末・ネットワークトラブルへの対応費用、教員研修等に必要な

経費、可搬型通信機器（ＬＴＥ通信）の通信費への財政措置の

更なる充実とともに、ＩＣＴ支援員の配置に係る費用について

も一体化して財政措置を講ずること。 

 

【要請の背景】 

（１）端末の運用、維持、故障対応等のランニングコスト、指導者

用・児童生徒数の増などによる追加用端末の確保に関する経費

について十分な支援を行うとともに、高等学校段階に対しても

十分な財政措置を講ずるべきである。 
（２）デジタル教科書やデジタルドリル、授業支援ソフト、学習ア

プリ等に係る費用、セキュリティ対策費用、授業目的公衆送信

補償金、学校・家庭のインターネット接続回線等の使用料に係

る経費についても、十分な財政措置を講ずるべきである。また、

デジタル教科書の利用拡大に伴って必要となる、学校インター

ネット環境増強及び更新経費並びに家庭学習にかかる通信費

についても、十分な財政措置を講ずるべきである。 
（３）ＧＩＧＡスクール運営支援センター整備事業については、令

和７年度以降も継続した上で、各種クラウドサービスの活用に

伴う全児童生徒・教職員分のアカウント管理費用、端末・ネッ

トワークトラブルへの対応費用、教員研修等に必要な経費及び

可搬型通信機器（ＬＴＥ通信）の通信費への財政措置について

更なる充実を図るとともに、地方財政措置の対象となっている

ＩＣＴ支援員の配置に係る費用、大型提示装置等のＩＣＴ機器

の整備・更新についても一体化して財政措置を講ずるべきであ

る。また、ＩＣＴ支援員の配置については、１校１人を前提と

すべきである。 
 

【国の対応状況、検討状況等を含め具体的に記載】                 (単位：百万円、％ 

省  

庁 
要 求 事 項 区分 

令和６年度 

予算 Ａ 

令和５年度 

補正予算 

Ｂ 

小計Ｃ 

Ａ＋Ｂ 

令和７年度 

概算要求額 

Ｄ 

前年比 

Ｄ／Ｃ 

令和７年度 

予算案 Ｅ 

令和６年度 

補正予算 

Ｆ 

小計Ｇ 

Ｅ＋Ｆ 

前年比 

Ｇ／Ｃ 

文 部

科 学

省 

１人１台端末

の着実な更新 
国費 - 264,312 264,312 - - - 20,596 20,596 7.8% 

GIGA スクール

運営支援セン

ター整備事業 

国費 509 3,457 3,966 - - - - - - 

ネットワーク

アセスメント

実施促進事業 

国費 - 2,334 2,334 - - - - - - 

GIGA スクール

構想支援体制

整備事業 

国費 - - - 8,839 新規 500 5,996 6,496 - 

 

（要請が反映された項目・内容）※一部反映された項目・内容も記載 
（２）学習者用デジタル教科書について「英語・算数・数学」について財政措置が講じられた。また、次世代校務 DX

で必要とされるアクセス型制御等のセキュリティ対策について、事業者に委託して実施する環境構築や既存環境

の設定変更に要する初期費用について財政措置が講じられた。 

（３）端末・ネットワークトラブルへの対応費用や教員研修等に係る経費については、単年度ではあるものの、外部

専門家への外注・相談経費等について財政措置が講じられた。また、ネットワークアセスメントやネットワーク

環境の改善に関する事業についても財政措置が講じられた。 

 
（要請が反映されなかった項目・内容） 
（１）１人１台端末整備に対する国庫補助について、高等学校段階も含めてランニングコスト及び旧端末の処分等に

係る費用に対して、要請が反映されていない。 

（２）各種学習アプリ等に係る費用、授業目的公衆送信補償金及び通信費に対して、要請が反映されていない。 

（３）各種クラウドサービスの活用に伴うアカウント管理費用、可搬型通信機器（ＬＴＥ通信）の通信費への財政措

置については、補助事業「ＧＩＧＡスクール運営支援センター整備事業」が令和６年度で廃止されることから、

自治体の負担増となっている。また、ＩＣＴ支援員の配置に係る費用については要請が反映されていない。 
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令 和 ７ 年 ６ 月 １ ０ 日 

 
大都市制度・行財政改革特別委員会委員各位 
 

企画調整部企画課 
大都市制度・広域行政担当課長 

 
国の施策及び予算に関する提案について(依頼) 

 
指定都市においては、翌年度の国家予算に関して、特別に重要な事項について｢国の施策

及び予算に関する提案｣(以下｢白本｣という。)を市長、議長の連名により作成し、要請活動
を実施しています。 

例年、各原局局長会議において議論された項目の中から、白本に掲載すべきものを選定
し、提案しています。 

つきましては、令和９年度以降の白本提案事項の選定に向け、各原局局長会議において
議論すべき項目について、大都市制度・行財政改革特別委員会委員の皆様のご意見があり
ましたら、下記のとおりご連絡くださいますようお願いいたします。 
 

記 
 
1 議論すべき項目 

以下の視点からご検討ください。 
  国家予算編成に当たり、真に必要な喫緊の課題に係る事項であること。 
  昨今の社会情勢などを勘案した内容であること。 
  市長･議長の提案としてふさわしい項目であること。 
  真に必要な制度の創設･改善に係る課題であり、指定都市として要請すべき提案で

あること。 
  指定都市に共通する課題、又は大都市特有の行財政課題に係る事項であること。 
  単なる補助制度の拡充強化を求めるものでないこと。 

 
2 連絡方法 

議論すべき項目が生じた場合は、随時、企画課大都市制度･広域行政担当(電話
457-2086)宛てご連絡ください。様式は問いません。 
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